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御意見に基づき条例（案）に反映させる内容 

 

１ 題名に係るもの 

別紙１ 
区分 

反映前 反映後 

13 
14 

京都市手話  がつなぐ 豊かな共
生社会を目指す条例  

京都市手話言語がつなぐ心豊かな共
生社会を目指す条例  

 

２ 前文に係るもの 

別紙１ 
区分 

反映前 反映後 

18 

第２段落  
 ところが，海外から「口話法」が伝
えられると，我が国でもその普及に力
を入れたため，昭和の初め頃から，ろ
う学校での手話の使用は禁止される
こととなった。そのため  社会では
手話を使うことで誤解され，偏見にさ
らされるという不幸な歴史があった。  

 
 ところが，海外から「口話法」が伝
えられると，我が国でもその普及に力
を入れたため，昭和の初め頃から，ろ
う学校での手話の使用は禁止される
こととなった。このように，社会では
手話を使うことで誤解され，偏見にさ
らされるという不幸な歴史があった。  

19 

第３段落  
 しかし，それにもかかわらず，手話
はろう者の間でひそかに用いられ   
 ，大切に守られてきた。  

 
 しかし，それにもかかわらず，手話
はろう者の間で日常的に使用され続
け，大切に守られてきた。  

20 

第４段落  
                 
                 
                 
                 
                 
              そし
て，平成１８年（２００６年）に国連
で採択された障害者権利条約におい
て，「手話は言語」であることが明記
されることとなった。  

 
 その後，手話に関する研究が進み，
言語には音声言語と非音声言語とが
あることが明らかとなるとともに，国
連においては，昭和５６年（１９８１
年）の国際障害者年をはじめ，障害者
に関する取組が進んだ。そして，平成
１８年（２００６年）に国連で採択さ
れた障害者権利条約において，「手話
は言語」であることが明記されること
となった。  

21 

第６段落  
 このように，今後は，手話を必要と
する全ての人が容易に情報を得るこ
とができ，コミュニケーションを十分
に図ることができる社会の構築が求
められている。  

 
 このように，今後は，手話による自
由なコミュニケーションが保障され
る社会の構築が求められている。   
                  
        

22 

第７段落  
 手話発祥の地とされる京都におい
ては，昭和３８年（１９６３年）に我
が国で最も長い歴史を持つ手話サー
クルが設立される一方，       
                  
                  
       京都市も，自治の伝
統，もてなしの心その他の京都固有の
文化を生かしながら，昭和４７年（１
９７２年）の「障害者のためのモデル
まちづくり」宣言や，昭和５３年（１
９７８年）の京都市聴覚言語障害セン
ターの開設など，障害者の社会参加へ
の支援に積極的に取り組んできた。  

 
 手話発祥の地とされる京都におい
ては，昭和３８年（１９６３年）に我
が国で最も長い歴史を持つ手話サー
クルが市民により結成され，昭和４４
年（１９６９年）には，関係団体によ
り，福祉施設として京都ろうあセンタ
ーが開設された。京都市も，自治の伝
統，もてなしの心その他の京都固有の
文化を生かしながら，昭和４７年（１
９７２年）の「障害者のためのモデル
まちづくり」宣言や，昭和５３年（１
９７８年）の京都市聴覚言語障害セン
ターの開設など，障害者の社会参加へ
の支援に積極的に取り組んできた。  

別紙２ 

別紙２ 
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３ 第２条に係るもの 

別紙１ 
区分 

反映前 反映後 

2 
29 

（基本理念）  
第２条 手話に対する理解の促進及
び手話の普及は，手話が言語である
こと及びろう者          

                  
   が次項の権利を有することを
前提とし，全ての人が相互に人格と
個性を尊重することを基本理念と
して行わなければならない。  

２ ろう者             
                  
 は，より豊かな生活や人間関係を築
くため手話によりコミュニケーシ
ョンを円滑に図る権利を有し，その
権利は尊重されなければならない。  

（基本理念）  
第２条 手話に対する理解の促進及
び手話の普及は，手話が言語である
こと及びろう者をはじめ，中途失聴
者，難聴者その他の手話を必要とす
る人が次項の権利を有することを
前提とし，全ての人が相互に人格と
個性を尊重することを基本理念と
して行わなければならない。  

２ ろう者をはじめ，中途失聴者，難
聴者その他の手話を必要とする人
は，より豊かな生活や人間関係を築
くため手話によりコミュニケーシ
ョンを円滑に図る権利を有し，その
権利は尊重されなければならない。  

 

４ 第４条に係るもの 

別紙１ 
区分 

反映前 反映後 

36 

（市民の役割）  
第４条 市民は，基本理念にのっと
り，手話に関する本市の施策に協力
するよう努めるとともに，手話に対
する理解を深め，手話を必要とする
人が手話を使用しやすい環境の構
築に努めるものとする。 

（市民の役割）  
第４条 市民は，基本理念にのっと
り，手話に対する理解を深め，手話
を必要とする人が手話を使用しや
すい環境づくりに努めるとともに，
手話に関する本市の施策に協力す
るよう努めるものとする。  

 

５ 第５条に係るもの 

別紙１ 
区分 

反映前 反映後 

42 

（事業者の役割）  
第５条 事業者は，基本理念にのっと
り，手話に関する本市の施策に協力
するよう努めるとともに，手話を必
要とする人が利用しやすいサービ
スを提供するよう努める      

         ものとする。  

（事業者の役割）  
第５条 事業者は，基本理念にのっと
り，手話に対する理解を深め，手話
を必要とする人が利用しやすいサ
ービスを提供するよう努めるとと
もに，手話に関する本市の施策に協
力するよう努めるものとする。  

 

６ 第７条に係るもの 

別紙１ 
区分 

反映前 反映後 

56 

（施策の推進方針）  
第７条 （略） 
２ 推進方針には，次に掲げる事項を
定めるものとする。  
⑴ 手話に対する理解の促進及び
手話の普及に関すること。  

⑵ 手話により情報を取得する機
会の拡大に関すること。 

（施策の推進方針）  
第７条 （略） 
２ 推進方針には，次に掲げる事項を
定めるものとする。  
⑴ 手話に対する理解の促進及び
手話の普及に関すること。  

⑵ 手話により情報を取得する機
会の拡大に関すること。 
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⑶                
   コミュニケーションの手段
として手話を選択しやすい環境
の整備に関すること。  

⑷ 手話通訳者の確保及び養成を
はじめとする，手話による意思疎
通の支援の拡充に関すること。  

⑸ その他市長が必要と認める事
項 

⑶ 手話の獲得及び習得の支援並
びにコミュニケーションの手段
として手話を選択しやすい環境
の整備に関すること。  

⑷ 手話通訳者の確保及び養成を
はじめとする，手話による意思疎
通の支援の拡充に関すること。  

⑸ その他市長が必要と認める事
項 

 

７ 第８条に係るもの 

別紙１ 
区分 

反映前 反映後 

2 
65 

（推進方針等についての協議の場）  
第８条 市長は，推進方針及びこれに
基づく施策の実施状況について，ろ
う者，              

                  
 手話通訳者その他の関係者の意見
を聴くため，これらの者との協議の
場を設けなければならない。 

（推進方針等についての協議の場）  
第８条 市長は，推進方針及びこれに
基づく施策の実施状況について，ろ
う者をはじめ，中途失聴者，難聴者
その他の手話を必要とする人及び
手話通訳者その他の関係者の意見
を聴くため，これらの者との協議の
場を設けなければならない。  

 


